
介護予防・日常生活支援総合事業 

（新しい総合事業）に係る事業者説明会 

  
 

平成29年１月27日（金） 

 

田辺市保健福祉部 やすらぎ対策課 
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計されるが、1号被保険者の負
担割合増（H32見込23％→H37年
度24％）や75歳の後期高齢化率
が市の水準に近づくことによる
調整交付金の支給率の引下げ
（ H32 見込 8.06 ％→ H37 年度
6.60％）により保険料は引上げ
られることが推計される。 
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全国 和歌山県

2013年度（平成25年度）の介護職員数 1,707,743 19,552

介護人材の需要見込み（2025 年度） 2,529,743 25,162

現状推移シナリオによる介護人材の供給見込み（2025 年度） 2,152,379 20,975

需給ギャップ 377,364 4,187

※平成27 年6 月24 日　厚生労働省「2025 年に向けた介護人材にかかる需給推計（確定値）について」より抜粋

○ 2025 年に向けた介護人材にかかる需給推計（確定値）



社会保障審議会介護保険部会介護保険制度の見直しに関する意見＇平成25年12
月20日（＇抜粋（ 

はじめに 

○ 介護保険制度が施行された2000＇平成12（年当時、約900 万人だっ
た75歳以上高齢者＇後期高齢者（は、現在約1400 万人となっており、
2025＇平成37（年には2000 万人を突破し、「後期高齢者2000 万人社会」
になっていく。都市部を中心に75 歳以上高齢者数が急増するとともに、
単身や夫婦のみの高齢者世帯が増加するなど地域社会・家族関係が
大きく変容する中で、介護保険制度が目指す「高齢者の尊厳の保持」や
「自立支援」をいかに実現していくかが問われている。 

○ 「できる限り住み慣れた地域で、最期まで尊厳をもって自分らしい生
活を送りながら老いていきたい」。これは、多くの人々に共通する願いで
ある。多くの人々のこのような願いをかなえるためには、介護のサービス
基盤を整備するだけでは不十分であり、介護・医療・住まい・生活支援・
介護予防が一体的に提供される「地域包括ケアシステム」の構築を目指
した改正が重ねられてきた。 

○ まず、2005＇平成17（年の見直しでは、市町村単位でサービスの充実
とコーディネートが図られるよう、地域密着型サービスや地域包括支援
センターが創設されるとともに、自立支援の視点に立って、予防給付や
地域支援事業が導入されるなど、地域包括ケアシステムの構築に向け
て第一歩が踏み出された。 

○ そして、2011＇平成23（年の見直しでは、地域包括ケアシステムに係
る理念規定が介護保険法に明記されるとともに、重度者を始めとした要
介護高齢者の在宅生活を支える仕組みとして、定期巡回・随時対応型
訪問介護看護、複合型サービスといった新サービスが導入された。ま
た、地域支援事業において、多様なマンパーや社会資源の活用を図り
ながら、要支援者と二次予防事業対象者に対して、介護予防サービス
や配食・見守り等の生活支援サービスを市町村の判断で実施できる「介
護予防・日常生活支援総合事業」が創設された。併せて、「高齢者の居
住の安定確保に関する法律」が改正され、在宅生活を継続する上での
土台となる住まいを必要な社会資本として整備し、居住の確保を保障す
る取組が進められてきた。 

○ このように、順次見直しが行われてきたが、「団塊の世代＇1947 年か
ら1949年生まれ（」がすべて75 歳以上となる2025 年までの残り10 年余
りで、地域包括ケアシステムの構築を実現することが求められている。
そして、この間には、社会保障制度改革国民会議の提案のように、疾病
構造の変化を踏まえた、「病院完結型」の医療から、地域全体で治し、支
える「地域完結型」の医療への改革が行われようとしており、地域医療・
介護の一体的なサービス提供体制の見直しが求められている。 

○ 介護保険制度は、制度創設以来、「地方分権の試金石」として、市町
村自らが保険者となり保険制度を運営するなど、地方自治体が主体的
な役割を果たしてきた。市町村をはじめとする関係者の努力により、介
護保険制度は国民に無くてはならないものとして定着してきたが、地域
包括ケアシステムについては、高齢化の進展や地域資源に大きな地域
差がある中、市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、
地域の特性に応じて作り上げていくことが必要であり、「地域の力」が再
び問われていると言える。社会保障制度改革国民会議の報告書でも、
地域包括ケアシステムの構築は「21 世紀型のコミュニティの再生」と位
置づけられている。 

○ 一方、介護サービスの増加に伴って、施行当初は全国平均3,000 円
を下回っていた65 歳以上高齢者の介護保険料(1 号保険料)は、既に
5,000 円弱となっており、今後の高齢化の進展やサービスの更なる充
実・機能強化を図っていく中で、2025(平成37)年度には8,200 円程度とな
ることが見込まれ、現役世代の介護保険料＇2 号保険料（も同様に増え
ていくことから、介護保険制度の持続可能性を高めていくことも強く求め
られている。 

○ このように、今回の制度の見直しは、地域包括ケアシステムの構築と
介護保険制度の持続可能性の確保の2 点を基本的な考え方とするもの
である 
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高齢者が住み慣れた地域で生活を継続できるようにするた
め、介護、医療、生活支援、介護予防を充実。 

低所得者の保険料軽減を拡充。また、保険料上昇をできる限
り抑えるため、所得や資産のある人の利用者負担を見直す。 

介護保険制度改正の主な内容について 

②費用負担の公平化 ①地域包括ケアシステムの構築 

 

 

○地域包括ｹｱｼｽﾃﾑの構築に向けた地域支援事業の充実  
 
 
 
 
 
 
     * 介護サービスの充実は、前回改正による24時間対応の定期

巡回サービスを含めた介護サービスの普及を推進 
    

   

サービスの充実  

○低所得者の保険料の軽減割合を拡大 

  ・給付費の5割の公費に加えて別枠で公費を投入し、低所得者の保険
料の軽減割合を拡大 

 

  

低所得者の保険料軽減を拡充 

 

①全国一律の予防給付(訪問介護・通所介護)を市町村が
取り組む地域支援事業に移行し、多様化  

 

 

 

 
 

重点化・効率化 

 

 

①一定以上の所得のある利用者の自己負担を引上げ 
 ・ ２割負担とする所得水準を、６５歳以上高齢者の所得上位20％と    

   した場合、合計所得金額160万円＇年金収入で、単身280万円以 

   上、夫婦359万円以上（。ただし、月額上限があるため、見直し対 

   象の全員の負担が2倍になるわけではない。 

・ 医療保険の現役並み所得相当の人は、月額上限を37,200円か

ら 44,400円に引上げ        
②低所得の施設利用者の食費・居住費を補填する「補足
給付」の要件に資産などを追加 

  ・預貯金等が単身1000万円超、夫婦2000万円超の場合は対象外 

  ・世帯分離した場合でも、配偶者が課税されている場合は対象外 

  ・給付額の決定に当たり、非課税年金＇遺族年金、障害年金（を収 

入として勘案    *不動産を勘案することは、引き続きの検討課題 

重点化・効率化 

* 段階的に移行（～２９年度） 
* 介護保険制度内でサービスの提供であり、財源構成も変わらない。 
* 見直しにより、既存の介護事業所による既存サービスに加え、

NPO、 民間企業、住民ボランティア、協同組合等による多様なサー
ビスの提供が可能。これにより、効果的・効率的な事業も実施可能。 

②特別養護老人ホームの新規入所者を、原則、要介護３ 
 以上に限定（既入所者は除く） 
  * 要介護１・２でも一定の場合には入所可能 

 

* 保険料見通し： 現在5,000円程度→2025年度8,200円程度 

* 軽減例： 年金収入80万円以下 5割軽減 → 7割軽減に拡大 

* 軽減対象： 市町村民税非課税世帯（65歳以上の約３割）  

①在宅医療・介護連携の推進 

②認知症施策の推進 

③地域ケア会議の推進 

④生活支援サービスの充実・強化 

○ このほか、「2025年を見据えた介護保険事業計画の策定」、「サービス付高齢者向け住宅への住所地特例の適用」、 「居宅
介護支援事業所の指定権限の市町村への移譲・小規模通所介護の地域密着型サービスへの移行」等を実施 



３０’ 

総合事業へのサービス移行の推進等による費用の効率化（イメージ） 

制度改正 

２５’ 

２７’ 

３０’ 

予防給付 

予防給付 
介護予防事業 

←
 

費
用
額 

→
 

第６期計画期間中＇平成２９年４
月まで（に、すべての市町村で、  
総合事業を開始 

     予防給付 
＋新しい総合事業 

介護予防事業 
（総合事業含む。） 

総合事業へのサービス移行の推
進、介護予防の強化等 

○ 総合事業への移行により住民主体の地域づくりを推進。住民主体のサービス利用を拡充し、効率的に事業実施。  
○ 機能が強化された新しい総合事業を利用することで、支援を必要とする高齢者が要支援認定を受けなくても地域で暮ら 
  せる社会を実現。 

○ リハ職等が積極的に関与しケアマネジメントを機能強化。重度化予防をこれまで以上に推進。 

・ 中長期的には費用の伸びが、効率的なサービス提供を通
じて、後期高齢者の伸び(3～4%)程度となることを目安
として努力 

・ 短期的には、生活支援・介護予防の基盤整備の支援充実
にあわせ、より大きな費用の効率化 

・住民主体のサービス利用の拡充 
・認定に至らない高齢者の増加 
・重度化予防の推進 

現
行
制
度
を
維
持
し
た
場
合 

制
度
見
直
し
後
の
費
用 



 介護予防・日常生活支援総合事業の概要 

介護職員の不足が予想され、高度な専門性
を有する専門職員の関与が必要なサービス
への重点化が求められている 
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地域住民の参加 

高齢者の社会参加 生活支援サービス 

 生活支援の担い手 
 としての社会参加 

○現役時代の能力を活かした活動 
○興味関心がある活動 
○新たにチャレンジする活動 
 
  ・一般就労、起業 
  ・趣味活動 
  ・健康づくり活動、地域活動 
  ・介護、福祉以外の  
    ボランティア活動 等 

 
○ニーズに合った多様なサービス種別 

○住民主体、NPO、民間企業等多様な 
  主体によるサービス提供 
 
  ・地域サロンの開催 
  ・見守り、安否確認 
  ・外出支援 
  ・買い物、調理、掃除などの家事支援  等   
 

バックアップ 

バックアップ 

都道府県等による後方支援体制の充実 

市町村を核とした支援体制の充実・強化 

○ 単身世帯等が増加し、支援を必要とする軽度の高齢者が増加する中、生活支援の必要性が増加。ボランティア、ＮＰＯ、民間企業、協同組合等の多様な主

体が生活支援サービスを提供することが必要。 

○ 高齢者の介護予防が求められているが、社会参加・社会的役割を持つことが生きがいや介護予防につながる。 

○ 多様な生活支援サービスが利用できるような地域づくりを市町村が支援することについて、制度的な位置づけの強化を図る。 

   具体的には、生活支援サービスの充実に向けて、ボランティア等の生活支援の担い手の養成・発掘等の地域資源の開発やそのネットワーク

化などを行う「生活支援サービスコーディネーター」の配置などについて、介護保険法の地域支援事業に位置づける。 

生活支援サービスの充実と高齢者の社会参加 



 
 

【財源構成】 
 

国 25% 
 

都道府県  
 12.5% 
 

市町村  
 12.5% 
 

1号保険料  
 21% 
 

2号保険料  
 29% 

 

 
 

【財源構成】 
 

国 39.5% 
 

都道府県  
 19.75% 
 

市町村   
 19.75% 
 

1号保険料   
 21% 

 

介護予防給付 
 （要支援1～２） 

介護予防事業 
又は介護予防・日常生活支援総合事業 
○ 二次予防事業 
○ 一次予防事業 

介護予防・日常生活支援総合事業の場合 
は、上記の他、生活支援サービスを含む 
要支援者向け事業、介護予防支援事業。 

包括的支援事業 
○地域包括支援センターの運営 
  ・介護予防ケアマネジメント、総合相談支援 
   業務、権利擁護業務、ケアマネジメント支援 

任意事業 
○ 介護給付費適正化事業 
○ 家族介護支援事業 
○ その他の事業 

新しい介護予防・日常生活支援総合事業 
（要支援1～２、それ以外の者） 

○ 介護予防・生活支援サービス事業 
  ・訪問型サービス 
  ・通所型サービス 
  ・生活支援サービス＇配食等（ 
  ・介護予防支援事業＇ケアマネジメント（ 

○ 一般介護予防事業 

包括的支援事業  

○ 地域包括支援センターの運営 
＇左記に加え、地域ケア会議の充実（ 

○ 在宅医療・介護連携の推進 

○ 認知症施策の推進 
＇認知症初期集中支援チーム、認知症地域支援推進員 等（ 

○ 生活支援サービスの体制整備 
＇コーディネーターの配置、協議体の設置等（ 

介護予防給付（要支援1～２） 

充
実 

現行と同様 

事業に移行 

訪問看護、福祉用具等 

訪問介護、通所介護 

多
様
化 

任意事業 
○ 介護給付費適正化事業 
○ 家族介護支援事業 
○ その他の事業 

地
域
支
援
事
業 

地
域
支
援
事
業 

介護給付 （要介護1～５） 介護給付（要介護1～５） 

新しい地域支援事業の全体像 
＜現行＞ ＜見直し後＞ 介護保険制度 

全市町村で
実施 
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社会保障審議会介護保険部会介護保険制度の見直しに関する意見＇平成28年12
月９日（＇抜粋（ 

はじめに 

○介護保険制度は、その創設から16年が経ち、サービス利用者は制度
創設時の３倍を超え、500万人に達しており、介護サービスの提供事業
所数も着実に増加し、介護が必要な高齢者の生活の支えとして定着、発
展してきている。 

○その一方で、高齢化に伴い、介護費用の総額も制度創設時から約３
倍の約10兆円になるとともに、65歳以上の人が支払う保険料の全国平
均も、制度創設時は3,000円を下回っていたものの、現在は5,000円を超
え、2025年度には8,000円を超えることが見込まれている。また、40歳以
上64歳以下の人の負担する保険料についても大幅に増加しており、今
後も介護費用の拡大に伴い増加することが見込まれる。 

○さらに、2025年にはいわゆる団塊世代すべてが75歳以上となるほか、
2040年にはいわゆる団塊ジュニア世代が65歳以上になるなど、人口の
高齢化は、今後さらに進展することが見込まれている。具体的には、
2015年時点で65歳以上人口3,395万人、75歳以上人口1,646万人だった
ものが、2042年には65歳以上人口が3,878万人となりピークを迎え、2055
年には75歳以上人口が2,401万人となり、全人口の25%を超える見込み
である。 

○また、75歳以上人口は、都市部では急速に増加し、もともと高齢者人
口の多い地方でも緩やかに増加するなど、各地域の状況は異なる。そ
の一方で、年齢構成を補正した上でも、要介護認定率や一人当たり介
護費用、施設サービスと居宅サービスの割合等について、地域差が存
在している状況にある。 

○介護職員を継続的に確保していくことも必要である。介護職員につい
ては、介護保険制度創設時の約55万人から、2014年度には約177万人
と、３倍以上に増加しているが、2020年代当初における介護人材の需給
ギャップを解消するため、約25万人の人材を追加的に確保するための
対策を進めている。 

一方で、介護職員の有効求人倍率の伸びは全産業平均に比べ大きく
なっている状況もあることから、一層の人材確保対策に取り組むことが
求められている。 

 

○また、「経済財政運営と改革の基本方針2015」＇平成27年６月30日閣
議決定（や、「経済・財政再生アクション・プログラム」＇平成27年12月24
日経済財政諮問会議（、「経済財政運営と改革の基本方針2016」＇平成
28年６月２日閣議決定（等でも、経済・財政の再生や社会保障制度の持
続可能性の確保の観点から、介護保険制度の見直しについて、様々な
指摘がなされている。 

○このように介護保険制度を取り巻く状況が大きく変化している中で、団
塊世代が75歳以上となる2025年や、団塊ジュニア世代が65歳以上とな
り、高齢者数がピークを迎える2040年も見据えつつ、引き続き、高齢者
がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう支援
することや、要介護状態等となることの予防、要介護状態等の軽減・悪
化の防止といった制度の理念を堅持し、質が高く必要なサービスを提供
していくと同時に、財源と人材とをより重点的・効率的に活用する仕組み
を構築することにより、制度の持続可能性を確保していくことが重要であ
る。持続性を確保するためには、給付費の伸びの抑制を図るとともに、
利用者負担の在り方、保険料負担の在り方について、世代内・世代間の
公平等を踏まえた必要な見直しに取り組むことが必要である。さらに、国
及び都道府県が一体となって支えつつ、介護保険の保険者である市町
村の保険者機能を強化していくことが必要である。 

○介護保険制度については、これまでの制度改正等においても、「地域
包括ケアシステムの推進」と「介護保険制度の持続可能性の確保」に取
り組んできたが、今後もこの２点をより深化・推進していく観点から、必要
な見直しを進めていくことが適当である。 
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田辺市における総合事業の移行当初のサービス 
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現行相当
サービスＡ

（基準緩和）
サービスＢ

（住民主体）
サービスＣ

（短期集中）
サービスＤ

（移動支援）

訪問型

・現行の予防給付相当サービス
は、国の基準・単価を維持して実
施
（ただし、サービスＡ等多様な提
供主体との組合せ等を想定する必
要があるため包括評価ではなく出
来高単価）

・当面、高齢者の社会参加を促進す
ることを目的に、シルバー人材セン
ターを事業所指定して実施
※単価　1,200円/Ｈ
軽微な生活支援を想定

・当面実施せず、引き続き検討 ・当面は実施せず、直接または委
託による実施について、引き続き
検討

・障害老人自立度で準寝たきりと
判断された方で、地域包括支援セ
ンター職員が必要と判断した方を
対象とし、実施
・指定事業者のうち、通院等乗降
介助実施事業所を指定
※単価は通院等乗降介助と同額

通所型

・現行の予防給付相当サービス
は、国の基準・単価を維持して実
施
（ただし、包括評価ではなく出来
高単価）

・サービス事業者の参入が見込めな
い介護サービス提供基盤の脆弱な地
域（本宮地域）において、事業所を
指定し実施することを想定
※単価　3,000円＋送迎加算500
円/日　他加算なし。

・当面実施せず、引き続き検討。
※住民の自主性を尊重できる一般
介護予防事業で対応

・現行二次予防事業を置き換え、
市理学療法士等による直接実施あ
るいは委託により実施

総合事業移行当初のサービス

•※サービス内容等については、定期的（長寿プラン見直し時期等）に見直し 
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サービス名 現行の訪問介護相当 訪問型サービスＡ 訪問型サービスＤ

事業主体 指定事業者 シルバー人材センター
指定事業者のうち旅客業法

の許可・届出事業者

人員基準

■管理者
常勤・専従1人以上
※支障がない場合，他の職務，同
一敷地内の他事業所等の職務に従
事可能

■訪問介護員等
常勤換算2.5人以上
（資格要件：介護福祉士，介護職

員初任者研修等修了者）

■サービス提供責任者

常勤の訪問介護員等のう
ち，利用者40人に1人以上
（一部非常勤可）
（資格要件：介護福祉士，実務研
修修了者，3年以上介護等の業務
に従事した介護職員初任者研修等
修了者）

■管理者
常勤・専従1人以上
※支障がない場合，他の職務，同
一敷地内の他事業所等の職務に従
事可能

■訪問生活支援員等
必要数
（資格要件：訪問介護員・研修終

了者）

■サービス実施責任者
1人以上
（資格要件：訪問介護員・研修終
了者）

■管理者
常勤・専従1人以上
※支障がない場合，他の職務，同
一敷地内の他事業所等の職務に従
事可能

■訪問介護員等
常勤換算2.5人以上
（資格要件：介護福祉士，介護職

員初任者研修等修了者）

■サービス提供責任者

常勤の訪問介護員等のう
ち，利用者40人に1人以上
（一部非常勤可）
（資格要件：介護福祉士，実務研
修修了者，3年以上介護等の業務
に従事した介護職員初任者研修等
修了者）

設備基準
■事業の運営に必要な広さ
を有する専用の区画
■必要な設備・備品

■事業の運営に必要な広さ
を有する専用の区画
■必要な設備・備品

■事業の運営に必要な広さ
を有する専用の区画
■必要な設備・備品
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サービス名 現行の訪問介護相当 訪問型サービスＡ 訪問型サービスＤ

運営基準

■個別サービス計画の作成
■運営規程等の説明・同意
■提供拒否の禁止
■訪問介護員等の清潔の保
持・健康状態の管理
■秘密保持
■事故発生時の対応
■廃止・休止の届出と便宜
の提供　　等

■個別サービス計画の作成
■運営規程等の説明・同意
■提供拒否の禁止
■従事者等の清潔の保持・
健康状態の管理
■秘密保持
■事故発生時の対応
■廃止・休止の届出と便宜
の提供　　等

■個別サービス計画の作成
■運営規程等の説明・同意
■提供拒否の禁止
■訪問介護員等の清潔の保
持・健康状態の管理
■秘密保持
■事故発生時の対応
■廃止・休止の届出と便宜
の提供　　等

算定単位 出来高単価 出来高単価 出来高単価

単　　価

※加算等も含
め，詳細は別
紙サービス

コード表を参
照

地域支援事業実施要綱によ
る

 訪問型サービス費Ⅳ
（ 月４回まで）　266単位

 訪問型サービス費Ⅴ
（月５～８回）　270単位

 訪問型サービス費Ⅵ
（月9～12回）　285単位

 訪問型サービス費
（短時間サービス）
（ 主に身体介護を行う場合
１月につき22回まで）
　　　　　　　　165単位

訪問型生活支援サービス費
　　　　　　　　120単位

訪問型生活支援サービス費
　　　　100単位（片道）
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サービス名 現行の訪問介護相当 訪問型サービスＡ 訪問型サービスＤ

加算・減算
現行介護予防訪問介護と同
じ

なし
現行介護予防訪問介護と同
じ

対象

■訪問Ⅳ：要支援１・２・
事業対象者
■訪問Ⅴ：要支援１・２・
事業対象者
■訪問Ⅵ：事業対象者・要
支援２
■ 訪問型サービス費（短時
間サービス）：要支援２・
事業対象者

要支援１・２・事業対象者
※軽微な生活支援対象者

要支援１・２・事業対象者
※認定調査票・主事意見書
のいずれも障害老人自立度
がＡ1以上であり、車両等
への乗降介助が必要と認め
られるものに限る

利用者負担

介護給付の利用者負担割合
（報酬の１割。ただし，一
定以上所得のある利用者は
２割）

介護給付の利用者負担割合
（報酬の１割。ただし，一
定以上所得のある利用者は
２割）

介護給付の利用者負担割合
（報酬の１割。ただし，一
定以上所得のある利用者は
２割）

備考

※限度額管理対象
※国保連合会へ請求
※訪問介護を一体的に実施
する場合は現行と同様、要
支援者等と要介護者を合わ
せた数で介護給付の基準を
満たす必要があります

※限度額管理対象
※国保連合会へ請求

※限度額管理対象
※国保連合会へ請求
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サービス名 現行の通所介護相当 通所型サービスＡ 通所型サービスＣ

事業主体 指定事業者 指定事業者
市が直接または委託により

実施

人員・運営基準等
現行介護予防通所介護と同
じ

市独自基準（設備基準は通
所介護と同じ）

保健・医療の専門職

サービス内容
現行介護予防通所介護と同
じ

運動・レクリエーション等

生活機能を改善するための
運動器の機能向上や栄養改
善等のプログラム→現行二
次予防事業からの移行

単価
国ガイドライン基準単価出

来高報酬単価
3,000円/回

加算・減算
現行介護予防通所介護と同
じ

送迎加算　500円/日

利用者負担 1割又は2割負担 1割又は2割負担 なし。

備考
※限度額管理対象
※国保連合会へ請求

※限度額管理対象
※国保連合会へ請求
※通所介護未整備地域での
実施を想定

※限度額管理対象外
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サービス名 現行の通所介護相当 通所型サービスＡ 通所型サービスＣ

事業主体 指定事業者 指定事業者
市が直接または委託により

実施

人員基準

現行介護予防通所介護と同
じ

■管理者
常勤・専従1人以上
※支障がない場合，他の職務，同
一敷地内の他事業所等の職務に従
事可能

■生活相談員
　　提供時間帯に1人以上

■介護職員
定員数15人まで1人以上
定員数15人以上2人以上
※常勤１人以上
※支障がない場合，他の職務，同
一敷地内の他事業所等の職務に従
事可能

■機能訓練指導員 １以上
（市が指定する講習を受
講）
※支障がない場合，他の職務，同
一敷地内の他事業所等の職務に従

事可能

設備基準

■食堂　　■機能訓練室
■相談室　■静養室
■事務室　■消火設備・非
常災害に必要な設備
※食堂・機能訓練室の合計面積
は、３㎡×利用定員以上

■食堂　　■機能訓練室
■相談室　■静養室
■事務室　■消火設備・非
常災害に必要な設備
※食堂・機能訓練室の合計面積
は、３㎡×利用定員以上
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サービス名 現行の通所介護相当 通所型サービスＡ 通所型サービスＣ

運営基準

■通所介護計画の作成
■運営規程等の説明・同意
■提供拒否の禁止
■従業員の勤務体制表の作
成
■秘密保持
■事故発生時の対応
■廃止・休止の届出と便宜
の提供　　等

■通所介護計画の作成
■運営規程等の説明・同意
■提供拒否の禁止
■従業員の勤務体制表の作
成
■秘密保持
■事故発生時の対応
■廃止・休止の届出と便宜
の提供　　等

算定単位 出来高単価 出来高単価

単　　価

※加算等も含
め，詳細は別
紙サービス

コード表を参
照

地域支援事業実施要綱によ
る

通所型サービス費１回数
（ 月４回まで）　378単位

通所型サービス費2回数
（月５～８回）　389単位

300単位
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サービス名 現行の通所介護相当 通所型サービスＡ 通所型サービスＣ

加算・減算
現行介護予防通所介護と同
じ

加算　送迎加算50単位のみ
減算　定員超過減算

対象

■通所１：要支援１・事業
対象者
■通所2：要支援２・事業
対象者

要支援１・２・事業対象者 要支援１・２・事業対象者

利用者負担

介護給付の利用者負担割合
（報酬の１割。ただし，一
定以上所得のある利用者は
２割）

介護給付の利用者負担割合
（報酬の１割。ただし，一
定以上所得のある利用者は
２割）

無料

備考

※限度額管理対象
※国保連合会へ請求
※通所介護を一体的に実施
する場合は現行と同様、要
支援者等と要介護者を合わ
せた数で介護給付の基準を
満たす必要があります

※限度額管理対象
※国保連合会へ請求
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報酬の請求・利用者との契約等 

35 



総合事業を開始するための手続は，開始するサービスの種類や事業を    

行う事業所の指定状況等によって異なります。 

36 



○田辺市は平成29年４月1日認定更新の方から順次総合事業へ移行。＇平成30年4月から完全移行（ 

〇移行した方から総合事業に請求を切り替える。 

〇平成29年4月から平成30年３月までは，予防給付と訪問型サービス及び通所型サービスが混在する。 

37 

要支援
認定更新者

4月 5月 6月 7月 8月 9月

4月１日更新者

5月１日更新者 予防給付

6月１日更新者

7月１日更新者

8月１日更新者

9月１日更新者 総合事業予防給付

※平成29年4月1日以降の新規申請者・事業対象者は総合事業対象者

総合事業

総合事業

総合事業

総合事業

総合事業

予防給付

予防給付

予防給付
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現在 変更後（総合事業移行後）

　介護予防訪問介護　 （介護保険法に基づく）第１号訪問事業

介護予防通所介護 　（介護保険法に基づく）第１号通所事業

〇利用料

　 利用するサービスにより，料金表の変更

　

書類の整備について

※ただし，重要事項説明書及び契約書はすべて取り直す必要はなく，変更点を記載した文書
（別紙）を作成いただく方法でも可能です。

〇サービスの種類（変更の例）

〇契約書についても，変更の必要性があると考えます。

〇重要事項説明書及び運営規程は，総合事業の移行により提供するサービスが変わるため，変
更が必要です。



総合事業指定事業所は６年毎に指定の更新が必要です。 

ただし，訪問介護相当サービス，通所介護相当サービス，訪問型サービスＡについては，
既に指定を受けている同種のサービスと一体的に事業を実施する場合に限り，指定有効期
限を短縮し，一体的に事業を実施する同種の指定済みサービスと同時に指定更新手続を行
うことができます。 
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【メリット】 【デメリット】

①指定更新の⼿続の回数を削減できる
有効期限満了前に更新の⼿続を⾏う必要が
ある（有効期限が短くなる）

②同時に更新するサービスについては，申請書
類の⼀部を省略できる

有効期限を短縮する場合のメリット，デメリット
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Q&A抜粋

質問 回答 参考 備考

第２号被保険者が、サービス事業の利用を希望する場合
の取り扱い如何。要介護等認定申請を行い要支援者と
なり、総合事業のみを利用している場合は、認定の期限
が切れる前に、必ず更新申請が必要ということか。

サービス事業の対象者は、介護保険法施行規則第140 条の62 の４において、・居宅要支援者＇要支援認定を受けた要支援
者であって、居宅において支援を受ける者（・基本チェックリストに該当した第１号被保険者とされていることから、第２号被保険
者については、要支援認定を受けていることが必要であって、お尋ねの場合、サービス事業を利用するためには、必ず更新申
請が必要である。

⑤ 介護予防・日常生活支援総
合事業ガイドライン案についての
Q&A【平成27年3月31日版】

第２号被保険者が、要介護等認定申請を行って、特定疾
病には該当するが、非該当＇自立（と判定された場合で
も、基本チェックリストにより事業対象者に該当した場合
は、サービス事業のみを利用することは可能か。

サービス事業の対象者は、介護保険法施行規則第140 条の62 の４において、・居宅要支援者＇要支援認定を受けた要支援
者であって、居宅において支援を受ける者（・基本チェックリストに該当した第１号被保険者とされていることから、第２号被保険
者については、要支援認定を受けていることが必要であって、特定疾病に該当したとしても、要支援１または要支援２の認定を
受けていなければ、サービス事業を利用することはできない。

⑤ 介護予防・日常生活支援総
合事業ガイドライン案についての
Q&A【平成27年3月31日版】

福祉有償運送については、現在は要支援者が旅客の対
象になっているが、改正後は介護予防・生活支援サービ
ス事業の対象者＇基本チェックリスト該当者（も対象とな
るのか。

１ 今般の改正により、多様なニーズがある要支援者に対する予防給付(訪問介護・通所介護)が新しい総合事業に移行される
が、新しい総合事業の介護予防・生活支援サービス事業の対象者は引き続き従来の要支援者に相当する者である。この従来
の要支援者に相当する事業の対象者については、これまでの要支援認定のほか、基本チェックリストを活用して、簡便・迅速
に支援につなげていくこととしている。
２ 現在、道路運送法施行規則において、福祉有償運送の旅客の対象として、介護保険の給付対象となる要介護認定及び要
支援認定を受けた者を規定しているところであるが、上記を踏まえ、要支援者と同様に介護予防・生活支援サービス事業の対
象者＇基本チェックリスト該当者（についても、福祉有償運送の旅客の対象とする予定である。
３なお、生活保護法や税法等の他法における取扱いにおいても、支援が必要な基本チェックリスト該当者に対する生活保障の
観点から、要支援者と同様、事業の支援対象となるチェックリスト該当者もその対象とし、これらの者について扱いは同一とす
ることとしている。

② 総合事業ガイドライン案に係
る追加質問項目について＇平成
26年11月10日　全国介護保険
担当課長会議資料（

総合事業に移行した市町村において、移行前に予防給
付を受けていた者が、要支援の認定有効期間が満了し
た翌月から、基本チェックリストによるサービス事業対象
者として総合事業のサービスを利用した場合、総合事業
開始月に初回加算を算定してよいか。

１ 初回加算の算定については、基本的には、指定居宅介護支援、指定介護予防支援における基準に準じることとしており、①
新規に介護予防ケアマネジメントを実施する場合＇介護予防ケアマネジメントの実施が終了して二月以上経過した後に、介護
予防ケアマネジメントを実施する場合（、②要介護者が、要支援認定を受け、あるいはサービス事業対象者として介護予防ケ
アマネジメントを実施する場合に算定できると考えている。
２ お尋ねの場合においては、要支援者からサービス事業対象者に移行しており、いずれにしても従来の要支援者に相当する
者であって、上記の条件には該当しないため、初回加算の算定を行うことはできない。
３ なお、ガイドライン案 P107 のとおり、初回加算等国の定める加算を市町村が加算と認める場合は、その範囲で上限額を超
過することができることとする予定である。

③ 介護予防・日常生活支援総
合事業ガイドライン案についての
Q&A【平成27年1月9日版】

事業対象者の該当基準は誰でも知ることができるため、
例えば、訪問型サービスＡを希望して基本チェックリスト
に基準に該当するように記載されるケースも想定される。
このような場合の対応はどのようにすればよいか。

１ サービス事業利用のための手続きは、ガイドラインP60 において、原則、被保険者本人が直接窓口に出向いて行うこととし
ている。その中で、基本チェックリストの記入に関しては、「基本チェックリストの使い方」に基づき、質問項目の趣旨を説明しな
がら、本人に記入してもらうものとしており、本人の状況を踏まえた記載がなされるものである。一方で、本人が来所できない
場合、家族等代理の者が基本チェックリストを記入することも想定している。
２ そのうえで、事業対象者に該当した者が、具体的な訪問型サービス＇第１号訪問事業（等を利用するには、介護予防ケアマ
ネジメント＇第１号介護予防支援事業（を経ることが必要である。この介護予防ケアマネジメント＇第１号介護予防支援事業（に
ついては、平成27 年１月９日版Ｑ＆Ａ17 頁 問８でもお示ししているとおり、指定介護予防支援と同様に、基本的なケアマネジ
メントのプロセスに基づくものと考えており、特にアセスメントにあたっては、利用者が置かれている環境や、日常生活及び社会
参加の状況等を正確に把握する必要があることから、利用者の居宅等を訪問し、利用者及び家族と面接して行うものとしてい
る。
このときに、基本チェックリストに当たる項目についてもアセスメントの中で再度確認され、そのうえで適切なサービスの利用に
ついて、検討されるものと考えている。
３ お尋ねの場合も、地域包括支援センター等による介護予防ケアマネジメント＇第１号介護予防支援事業（のプロセスの中で、
利用者の状況を把握し、適切な介護予防ケアマネジメントによって、サービスの利用について検討していただきたい。

⑤ 介護予防・日常生活支援総
合事業ガイドライン案についての
Q&A【平成27年3月31日版】
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給付管理については、「事業対象者については、指定事
業者のサービスを利用する場合にのみ、原則給付管理を
行う」とあるが、ここでいう指定事業者とは①現行の訪問
介護・通所介護相当＇訪問介護・通所介護（と②緩和した
基準によるサービス＇訪問型サービスＡ・通所型サービス
Ａ（のことか。指定事業者以外のサービスは限度額管理
をしなくても良いということか。

ご指摘のとおり、指定事業者とは、現行の訪問介護・通所介護相当と緩和した基準によるサービスである。指定事業者を使用
したサービスについては、個別のサービスを受けその利用状況に応じて対価を支払うサービスであり、また国保連を活用する
サービスであることから、限度額管理の対象とすることとしている。
一方、その他のサービスについては、限度額管理の対象とすることは予定していない。

①介護予防・日常生活支援総合
事業ガイドライン案についての
Q&A【9月30日版】

事業対象者の給付管理については、「予防給付の要支
援１の限度額を目安として行う」とされる一方、「利用者
の状態によっては、予防給付の要支援１の限度額を超え
ることも可能である」とある。例えば、自立支援につなが
るサービスを行うものであれば、市町村の判断であらか
じめ要支援２までを限度額の上限として、給付管理を行う
ことは可能か。

ガイドライン案P109でお示ししているように、利用者の状態については、退院直後で集中的にサー
ビスを利用することが自立支援につながると考えられるようなケース等を想定しているが、いずれに
せよ利用者の状態等に応じて要支援１の限度額を超えるかどうかを判断するものと考えており、あら
かじめ限度額を高く設定することは想定していない。

①介護予防・日常生活支援総合
事業ガイドライン案についての
Q&A【9月30日版】

介護予防ケアマネジメントにおいてサービスの利用を検
討する際、訪問型サービス、通所型サービス、その他の
生活支援サービスの各類型について組み合わせること
のできないものはあるか。

１ 介護予防ケアマネジメントにおいては、本人の自立支援を考えながら、利用者と目標やその達成のための具体策を共有し、
利用者が介護予防の取り組みを自分の生活の中に取り入れ、自分で評価し、実施できるよう支援していくことが求められる。
２ その際、生活機能の改善や自立支援に向けて、利用者本人が取り組む部分と専門職等の支援を受ける部分が生じる場合
について、例えば、現行の通所介護相当のサービスや通所型サービスＣ＇短期集中予防サービス（において利用者の状況に
応じた身体の動かし方や体操の仕方などを専門職からアドバイスを受け、その他の日は、通所型サービスＢ＇住民主体による
支援（を利用するなど、利用者の自立支援に向けて、住民主体の支援等、対象者の状態等にふさわしい支援を組み合わせて
利用することなどが考えられる。
３ いずれにしても、総合事業における介護予防ケアマネジメントにおいては、適切なアセスメントの実施により、設定した目標
の達成に向けて主体的に取り組めるよう、必要なサービス事業等を適切に
マネジメントしていくことが必要である。

③ 介護予防・日常生活支援総
合事業ガイドライン案についての
Q&A【平成27年1月9日版】

新総合事業に移行後は、指定事業所は事業所の住所地
の市町村においてのみみなし事業所となるのか。現在の
指定事業所の指定権限は都道府県にあり、事業所の住
所地外の市町村の被保険者であってもその指定事業所
を利用することができるが、新総合事業への移行時に
は、指定事業所の住所地外の市町村の被保険者は、指
定事業所がその住所地外の市町村の指定申請を行わな
いと利用することができなくなるのか。

ガイドライン案P131 にも記載したとおり、みなし指定は、現行の予防給付の指定からの円滑な移行のため、全市町村に効力
が及ぶこととしている。
なお、みなし指定の有効期間が終了し、総合事業の事業所として更新を行う場合には、その効力は各市町村域の範囲内に及
ぶことになることから、事業所が所在している市町村(Ａ市町村)以外の市町村(Ｂ市町村)の被保険者が利用している事業所に
ついては、Ａ市町村の指定更新とともに、Ｂ市町村の指定更新が必要となる。

① 介護予防・日常生活支援総
合事業ガイドライン案についての
Q&A【9月30日版】

サービス事業の利用者が、みなし指定の事業者や多様
なサービスを利用する場合に、市町村への申請や市町
村から利用するサービスの決定通知を出す必要がある
のか。

１ 総合事業においては、多様なサービスの利用を促進していることからも、利用者の状態に応じて専門職によるサービスのほ
か、緩和した基準や住民主体のサービスなどと組み合わせて利用することもできるよう、従前の介護予防訪問介護相当の
サービス単位は、従前の介護予防訪問介護と同様の包括報酬のほか、１回当たりの単位も設定している。
２ 利用者は、ケアマネジメントにより、１回当たりの単位で設定されているサービスを活用することなどにより、多様なサービス
を組み合わせて利用していただくことが可能である。

⑥ 介護予防・日常生活支援総
合事業ガイドラインについての
Q&A【平成27年8月19日版】
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訪問型サービスＤ＇移動支援（における利用者の運送に
係る部分について、道路運送法の許可又は登録を要す
るか。

１ 訪問型サービスＤ＇移動支援（において、その利用者の運送に係る部分については道路運送法等関係法令＇※（を遵守して
行われる必要がある。市町村が行う訪問型サービスD に対する補助＇助成（については、「通院等をする場合における送迎前
後の付き添い支援」のサービスについては当該サービスの利用調整に係る人件費等の間接経費のみを対象にするものであ
り、移送に関する直接経費を対象としないため、この補助＇助成（のみでは運送の対価を収受していないとの判断となるため、
許可又は登録は不要である。一方、通所型サービスや一般介護予防事業における送迎については、訪問型サービスD と整理
されているが、送迎を別主体が実施する場合については、補助の具体的な対象経費を市町村において判断するものとされて
おり、補助対象に運送の対価が含まれている場合は、許可又は登録を要する。＇同一主体で実施する場合も同様である。（
※１ 他人の需要に応じ、有償で、自動車を使用して旅客を運送する場合は、輸送の安全及び旅客の利便を確保する観点か
ら、原則、旅客自動車運送事業＇バス・タクシー等（の許可を受ける必要がある。
※２ 他方、バス・タクシー事業者による輸送サービスの提供が困難であり、かつ、地域住民の生活に必要な旅客輸送を確保
するために必要であることについて運営協議会等において合意をし、国土交通大
臣の登録を受けた場合には、バス・タクシーを補完する運送として例外的に、自家用自動車を使用した有償運送を行うことがで
きる＇自家用有償旅客運送（。
２ 助け合い活動等で行う移動支援における利用者の運送に係る部分について、道路運送法の許可又は登録を要するかにつ
いては、国土交通省ホームページ※に掲載されている「道路運送法における登録又は許可を要しない運送の態様について
＇平成１８年９月２９日事務連絡（」等を参照されたい。

⑥ 介護予防・日常生活支援総
合事業ガイドラインについての
Q&A【平成27年8月19日版】

総合事業の訪問型サービスにおいては、要介護者の訪
問介護ではできないことになっている大掃除や家具の移
動などの生活援助を実施することはできるのか。

１総合事業に関しては、住民主体による支援を推進する等地域の支え合いの体制づくりを推進し、多様な主体による多様な
サービスを充実することにより、要支援者等に対する効果的かつ効率的な支援等を可能とすることを目指すものである。
２仮に、大掃除や家具の移動等のサービスが、当該目的に沿うと判断されれば、市町村は住民主体による支援＇ガイドライン
案で示している③訪問型サービスＢを想定（を活用して実施することは可能である。
３一方、現行の給付と同じスキームで行われる指定事業者を利用したサービス提供＇ガイドライン案で示している①訪問介護、
②訪問型サービスＡ＇緩和した基準によるサービス（によるサービス提供を想定（においては、訪問介護の制度の整合性等の
観点から、そのようなサービスの提供は想定していない。

①介護予防・日常生活支援総合
事業ガイドライン案についての
Q&A【9月30日版】

通所型サービス＇みなし（サービスコード表の１回当たり
の基本報酬が設定されているものと通所型サービス＇独
自（サービスコード表の１回当たりの基本報酬が設定さ
れているものを用いて、１人の被保険者が従前の介護予
防通所介護相当のサービスと通所型サービスＡそれぞ
れの通所型サービスを利用することは可能か。また、そ
の場合の加算はそれぞれの事業所で算定可能か。

ケアマネジメントにおいて、生活機能の維持・向上等のため必要と認められるのであれば、１人の被保険者が従前の介護予防
通所介護相当のサービスと通所型サービスＡのそれぞれのサービスを利用することも可能であり、それぞれの事業所で加算
の要件を満たす場合は、算定することもできる。

⑥ 介護予防・日常生活支援総
合事業ガイドラインについての
Q&A【平成27年8月19日版】


